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1．就業者数は 4 ヵ月連続で減少 

総務省が 6月 27 日に公表した労働力調査によると、5 月の完全失業率は前月から横ばいの 4.0％

となった（ロイター事前予想：4.0％、当社予想も 4.0％）。 

雇用者数は前年比 0.1％（4月：同▲0.1％）と 4ヵ月ぶりに増加に転じたが、自営業主・家族従

業者の減少幅が拡大したため、就業者数は前

年比▲0.3％（4月：同▲0.2％）と 4ヵ月連続

の減少となった。 
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（％）完全失業率と失業者増減の内訳（前年差、万人）

（注）非自発的離職は定年等と勤め先都合

（資料）総務省統計局「労働力調査」

完全失業率（右目盛）

（年・月）

失業者計

失業者数は前年に比べ 12 万人の増加（4 月

は 7万人増）となり、2ヵ月連続で前年の水準

を上回った。失業者の内訳を求職理由別に見

ると、自己都合が 95 万人と前年に比べ 5万人

の増加、勤め先の倒産、人員整理などの非自

発的な離職による者が 93 万人と前年よりも 7

万人の増加となった。 

 

▲150

▲100

▲50

0

50

100

150

200

0601 0604 0607 0610 0701 0704 0707 0710 0801 0804

500人以上
100～499人
30～99人
1～29人
官公、不詳

従業者規模別・雇用者数の推移(前年差、万人）

(年・月）（資料）総務省統計局「労働力調査」
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（資料）総務省統計局「労働力調査」 （年・月）

 

雇用者数の内訳を従業員規模別に見ると、500 人以上の大企業は前年に比べ 117 万人増と大幅な

増加となった（ただし、500 人以上の雇用増には昨年 10 月に日本郵政公社の民営・分社化の影響が

含まれている）が、499 人以下では全て前年よりも減少した。 

産業別には、製造業が 2 ヵ月連続で増加したが、建設業が引き続き大幅な減少となった。建築基
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準法改正の影響で昨年夏場以降、住宅着工が急速に落ち込んだことに加え、暫定税率失効に伴い地

方の公共工事の執行が一時的に保留されたことも建設業の雇用悪化の一因になっている可能性が

ある。 

 

 

２．有効求人倍率の低下止まらず 

厚生労働省が 6 月 27 日に公表した一般職業紹介状況によると、5 月の有効求人倍率は前月から

0.01ポイント低下し0.92倍となった（ロ

イター事前予想：0.92 倍、当社予想も

0.92 倍）。有効求人数は前年比▲15.6％

と 4月の同▲14.4％からマイナス幅がさ

らに拡大した。 
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（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」 （年・月）

有効求人の先行指標である新規求人数

も前年比▲15.6％と 4月の同▲12.6％か

らマイナス幅が拡大した。有効求人倍率

の低下傾向は当面続く可能性が高い。 
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